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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES：Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第 2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員 2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適応しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事 1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事 1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長 1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 1名おく。
4　本会に，全国会計監査 1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年 4月 1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都文京区音羽1－6－9　㈱音羽リスマチックにおく。

1953年10月 9日（2016年 9月12日一部改正［最新］）
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Ⅰ．第64回全国研究大会
　第64回全国研究大会は，2020年 9月13日（日），14日（月）の 2日間，神戸大学において開催を
予定していたが，コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から対面での全国研究大会開催を
中止し，その代替案として，『全国研究大会報告要旨集』の特別版を作成すること及び報告希望
者に対してWeb報告会を開催することが 6月20日の理事会で承認された。

⑴　報告者募集とプログラム編成
　①報告者とプログラム編成については，「ニュースレター」No. 57（2020年 4月）の報告募集記
事に記載されたセッション設置案に従って報告を募集した。なお，応募様式にはWeb報告の希
望の有無も記載した。②プログラムの編成については，第64回全国研究大会実行委員会（開催
支部）及びプログラム委員会が担当することとした。

⑵　『第64回全国研究大会報告集』について
　①研究報告に代わるものとして『全国研究大会報告要旨集』の特別版を作成することを決定
し，その名称を『第64回全国研究大会報告集』とした。『第64回全国研究大会報告集』は，従来
の『報告要旨集』とは次の点で差別化を図ることとした。
　・ページ数は 1報告当たり 2～ 4頁とする。
　・課題や仮説の開示だけではなく報告の結論を必ず含めた論述形式として構成する。
　・このため報告集の雛形として例文を作成する。
　・オーガナイザーは 1頁程度の「セッション解題」を作成する。
　報告集原稿はセッションについてはオーガナイザー宛，自由論題はプログラム委員長宛に提
出することとした。そして，オーガナイザー（プログラム委員長）は提出された原稿の構成につ
いての形式チェックを行うこととした。なお，提出原稿の配列については作成されたプログラ
ムに従うものとした。

⑶　報告証明書の発行について
　公刊された報告については，学会が認めた正式な報告とし，希望に応じて学会長名で「報告証
明書」を発行することとした。

Ⅱ．研究大会プログラム
　　『全国研究大会報告集』：2021年 1月末公刊予定
　　Web報告会：2020年11月 7日（土）～ 8日（日）

経済統計学会第64回（2020年度）全国研究大会・会員総会

常任理事会

【本会記事】
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経済統計学会　関西支部
経済統計学会第64回（2020年度）全国研究大会実行委員会

委員長　神戸大学農学部　金子　治平

経済統計学会2020年度全国研究大会プログラム委員
委員長　　村上雅俊（関西支部）
副委員長　小川雅弘（関西支部）
委員　　　水野谷武志（北海道支部）　　　　鈴木雄大（北海道支）
　　　　　伊藤伸介（東北・関東支部）　　　尹　清洙（九州支部）

⑴　『全国研究大会報告集』目次
※（＠Web）印はWeb報告会報告者
※＊印は報告者　　　　　　　　　

セッションＡ：共通論題セッション（学会本部企画）
国勢調査の100年

コーディネータ：全国プログラム委員会 

座長：金子治平（神戸大学）　　　　　
1．佐藤正広（東京外国語大学）

国勢調査ことはじめ―国勢調査実現に向けた明治期の議論
2．阿向泰二郎（総務省統計局）（＠Web）

令和 2年国勢調査の実施について
3．山田　満（東北・関東支部）

それでも国勢調査を防衛しなければならない：フーコー，アルチュセール，統計的
公民

4．上藤一郎（静岡大学）（＠Web）
ベルギーにおける第 1回国勢調査とA. Quetelet

セッションＢ：企画セッション
国勢調査前史

コーディネータ：小林良行（総務省統計研究研修所）・全国プログラム委員会
1．山口幸三（総務省統計研究研修所）

明治12年の甲斐国の人口調査
2．小林良行（総務省統計研究研修所）

甲斐国現在人別調の製表事務とモーリス・ブロックの『統計論』
3．森　博美（東北・関東支部）

杉亨二における静態と動態
4．廣嶋清志（東北・関東支部）

国勢調査前の職業別人口調査
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セッションＣ：企画セッション
人口センサス―国際動向と利活用

コーディネータ：小林良行（総務省統計研究研修所）・全国プログラム委員会
1．阿久津文香（総務省統計局）

イギリスにおける人口センサスの変革
2．西村善博（九州支部）

フランスの人口センサスの行政利用および現在の課題
3．伊藤伸介＊（中央大学）・寺田雅之（NTTドコモ）

メッシュ統計データにおける高度な攪乱的手法の有効性について

セッションＤ：企画セッション
人口減少社会における地域の統計分析

コーディネータ・座長：菊地　進（東北・関東支部）
1．芦谷恒憲（兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構）

兵庫県における地域データを用いた政策課題分析の事例と課題
2．丸山洋平（札幌市立大学）（＠Web）

地域人口の再生産指標に人口移動の影響を反映させる試み
3． 新井郁子＊・西内亜紀（公益財団法人　統計情報研究開発センター）・草薙信照（大阪経済大
学）（＠Web）

中部国際空港が周辺地域に与えた影響 

―地域メッシュ統計による分析，関西国際空港との比較―
4．小西　純（公益財団法人　統計情報研究開発センター）

地域メッシュ統計データによる知識産業従業者の集積地域の把握

セッションＥ：企画セッション
労働・生活・福祉問題と統計

コーディネータ・座長：水野谷武志（北海学園大学）
1．伊藤陽一（東北・関東支部）（＠Web）

COVID－19パンデミックによる国際的貧困・格差・生活苦の増加と展望
2．宮寺良光（岩手県立大学）（＠Web）

既集計の公的統計データを用いた児童虐待発生の社会要因に関する分析
3．坂西明子（立命館大学）（＠Web）

東京圏の就業と居住地の変化
4．村上雅俊（阪南大学）（＠Web）

世帯の働き方の組み合わせで見るワーキングプア 

―2007年『就業構造基本調査』匿名データを利用して―

セッションＦ：企画セッション
「北京＋25」とジェンダー統計

コーディネータ・座長：杉橋やよい（専修大学）
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1．伊藤陽一（東北・関東支部）（＠Web）
「北京＋25」におけるジェンダー統計の成果と課題

2．橋本美由紀（高崎経済大学非常勤講師）（＠Web）
家計サテライト勘定に関するUNECEの新たな指針と日本の試み

3．杉橋やよい（専修大学）（＠Web）
分布特性値による男女間賃金格差の検討

4．栗原由紀子（立命館大学）
子育て世代にみる生活時間と地域特性の構造変化

セッションＧ：企画セッション
メタデータの作成・提供に関する現状と課題

コーディネータ：小林良行（総務省統計研究研修所）・伊藤伸介（中央大学）
1．小林良行（総務省統計研究研修所）

統計編成過程における統計情報の動態モデル
2．伊藤伸介（日本学術振興会 /中央大学）

わが国における分野横断的なデータカタログの整備に関する現状と課題
3．谷道正太郎（総務省統計局統計作成支援室）

公的統計機関におけるメタデータの整備状況について
4．西村正貴（独立行政法人統計センター）

政府統計の総合窓口（e－Stat）におけるメタデータ提供の現状と課題

セッションＨ：企画セッション
国民経済計算・国際収支の改訂に向けた諸問題

コーディネータ：櫻本　健（立教大学）
1．武田英俊（京都大学　大学院総合生存学館）（＠Web）

暗号資産のマクロ経済統計における取扱い：国際収支統計を中心に
2．萩野　覚（総務省統計委員会）（＠Web）

グローバリゼーションとSNA

3．櫻本　健（立教大学）（＠Web）
2025SNA導入に向けた産出額補正の検討

セッションＩ：一般報告
コーディネータ：村上雅俊（阪南大学）

1．泉　弘志＊（関西支部）・戴　艶娟（広東外語外貿大学）・李　潔（埼玉大学）（＠Web）
国際産業連関表による日本の剰余価値率の計測―国際価値の理論を踏まえて

2．木下英雄（大阪経済大学）
国際産業連関表を用いた労働需要変化の要因分析

3．李　潔（埼玉大学）（＠Web）
SNAとMPSの主要マクロ指標の比較

4．藤井輝明（大阪市立大学）（＠Web）
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通貨プレミアと幕末開港期の日本両の価値推計
5．池田　伸＊（立命館大学）・田中　力＊（立命館大学）（＠Web）

有意性検定論再々考：歴史と課題
6．高橋雅夫（独立行政法人統計センター）

夫と妻の家事時間・労働時間の変化
7．高部　勲（総務省統計データ利活用センター）

公的統計ミクロデータの二次的利用の取組について
8．伊藤伸介＊（中央大学）・横溝秀始（滋賀大学大学院 /総務省統計局）

事業所・企業系の統計調査に対する匿名化措置の可能性について
9．大井達雄（和歌山大学）

観光政策の国際比較

⑵　Web報告会
　全国研究大会の代替案が常任理事会，理事会において承認されたことを受けて，報告者を再
度募集した。報告者の募集をニュースレターNo. 57の報告者募集記事に記載されたセッション
設置案に従って行った。『第64回全国研究大会報告集』への原稿掲載で研究報告に代えることを
軸に，希望者（希望するセッション）にはWeb会議システムを使って口頭報告いただくこととし
た。報告希望については2020年 7月15日～ 8月 5日の期間に受け付け，申し込みフォームに質
問項目「Web報告希望の有無」を追加した。8月20日には学会ホームページ上に研究大会プログ
ラムを掲載した。また，9月11日にWeb報告会プログラムを学会ホームページに掲載した。加
えて 9月12日～10月11日の期間にWeb報告会参加者（聴講者）募集を行った。なお，募集期間
とWeb報告会の実施日の間に約 1ヶ月の期間があったため，10月31日に東北・関東支部ならび
に関西支部のメーリングリストにて，再度，参加希望者（聴講者）の募集を行った。
　11月 7日～11月 8日の 2日間でWeb報告会を実施した。設置した 9つのセッションのうち，
Web報告会開催セッションは 6セッションであり，18の研究報告があった。Web報告会参加者
は 2日間で延べ86名であり，それぞれのセッションで活発な質疑応答がなされた。

※＊印は報告者

11月 7日（土）
9：30～11：00　セッションＦ：企画セッション
「北京＋25」とジェンダー統計

コーディネータ・座長：杉橋やよい（専修大学）
1．伊藤陽一（東北・関東支部）

「北京＋25」におけるジェンダー統計の成果と課題
2．橋本美由紀（高崎経済大学非常勤講師）

家計サテライト勘定に関するUNECEの新たな指針と日本の試み
3．杉橋やよい（専修大学）

分布特性値による男女間賃金格差の検討
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11：30～12：50　セッションＡ：共通論題セッション（学会本部企画）
国勢調査の100年

コーディネータ：全国プログラム委員会 

座長：金子治平（神戸大学）　　　　　
1．阿向泰二郎（総務省統計局）

令和 2年国勢調査の実施について
2．上藤一郎（静岡大学）

ベルギーにおける第 1回国勢調査とA. Quetelet

14：10～16：10　セッションＩ：一般報告
コーディネータ：村上雅俊（阪南大学）

1．泉　弘志＊（関西支部）・戴　艶娟（広東外語外貿大学）・李　潔（埼玉大学）
国際産業連関表による日本の剰余価値率の計測―国際価値の理論を踏まえて

2．李　潔（埼玉大学）
SNAとMPSの主要マクロ指標の比較

3．藤井輝明（大阪市立大学）
通貨プレミアと幕末開港期の日本両の価値推計

4．池田　伸＊（立命館大学）・田中　力＊（立命館大学）
有意性検定論再々考：歴史と課題

11月 8日（日）
9：30～11：30　セッションＥ：企画セッション
労働・生活・福祉問題と統計

コーディネータ・座長：水野谷武志（北海学園大学）
1．伊藤陽一（東北・関東支部）

COVID－19パンデミックによる国際的貧困・格差・生活苦の増加と展望
2．宮寺良光（岩手県立大学）

既集計の公的統計データを用いた児童虐待発生の社会要因に関する分析
3．坂西明子（立命館大学）

東京圏の就業と居住地の変化
4．村上雅俊（阪南大学）

世帯の働き方の組み合わせで見るワーキングプア 

―2007年『就業構造基本調査』匿名データを利用して―

13：00～14：00　セッションＤ：企画セッション
人口減少社会における地域の統計分析

コーディネータ・座長：菊地　進（東北・関東支部）
1．丸山洋平（札幌市立大学）

地域人口の再生産指標に人口移動の影響を反映させる試み
2． 新井郁子＊・西内亜紀（公益財団法人　統計情報研究開発センター）・草薙信照（大阪経済大
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学）
中部国際空港が周辺地域に与えた影響 

―地域メッシュ統計による分析，関西国際空港との比較―

14：30～16：00　セッションＨ：企画セッション
国民経済計算・国際収支の改訂に向けた諸問題

コーディネータ：櫻本　健（立教大学）
1．武田英俊（京都大学　大学院総合生存学館）

暗号資産のマクロ経済統計における取扱い：国際収支統計を中心に
2．萩野　覚（総務省統計委員会）

グローバリゼーションとSNA

3．櫻本　健（立教大学）
2025SNA導入に向けた産出額補正の検討

Ⅲ．会員総会
　ニュースレターNo. 58で周知したように，2020年度の会員総会及び理事会の議事は，最優先
事項に限定し，総会については郵送方式で，理事会についてはWeb会議で実施することになっ
た。このため，10月10日（土）10：00よりWebによる理事会が開催され，予定していた報告・承
認事項はすべて了承された。
　理事会での審議結果を経て，過日，以下に示す「 1．報告事項」と「 2．承認事項」を会員各
位に文書で郵送した。このうち「 2．承認事項」については，11月30日（月）を期限とし，同封
の返送用葉書によって会員にその可否を問うこととした。
　2020年12月 7日（月），静岡大学人文社会科学部の上藤研究室にて，金子治平（会長）と上藤
一郎（常任理事長）の両名によって，返送葉書の確認を行った。結果は以下のとおりとなり，「 2．
承認事案」すべて承認された．
有効返送数：80枚
反対事案：なし

1．報告事項
【報告 1】：各支部の入退会・異動者の報告
　本年度の入退会・異動者は以下「 3．会員移動」を参照。

【報告 2】：2021年度研究大会の開催について
　昨年度の会員総会で承認されているように，2021年度の全国研究大会は北海道支部が担当す
ることになっている。会場校は，今のところ北海学園大学を考えている旨，北海道支部の水野
谷事務局長より常任理事長宛てに報告があったが，現在，同大学はコロナの影響で教室等の予
約ができない状況のため，開催可能かどうかの協議を常任理事会と北海道支部の間で継続的に
続け，年度末を目途に判断する旨理事会で報告した。
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【報告 3】：学会賞について
　ニュースレターNo. 58で西村学会賞選考委員長より報告があったように本年度は該当者がい
なかった。

2．承認事項
【承認事項 1】：本部事務局体制の 1年延長について
　本年度は会長，常任理事長，常任理事（渉外担当，NL・HP担当，無任所の各常任理事）の交
代期にあたる。しかしながら，コロナの影響で再度の全国的な移動制限等も懸念される中，執
行部の円滑な事務引継ぎが難しい状況にあること等の事情に鑑み，現行の本部事務局体制を 1

年間延期することを理事会に提案し承認された。（任期は2020年 9月～2021年 9月）。但し，業
務の性格上，編集委員長担当の常任理事及びプログラム委員長担当の常任理事の任期について
は従来どおりとする。なお，現在のような緊急事態への対応については，本会の会則等に明文
規定はなく，「経済統計学会内規」の「 4．理事会について⒁　その他会の運営にかかわる事項」
に基づき，理事会に本議案を諮ることとした。また，会長職の任期の延長については，「経済統
計学会内規 5．会員総会について」に「会員総会は次の事項を議する。⑴　会長の承認」とある
ことから，今回，会員による郵送での承認を得ることとした。

【承認事項 2】：2019年度全国会計報告・2019年度会計監査報告
　栗原会計担当常任理事より2019年度全国会計報告が行われ，小野寺全国会計監査より適正で
ある旨報告を受け，理事会で承認された。

【承認事項 3】：2020年度会計中間報告（本文書「4．会計関係資料」参照）
　栗原会計担当常任理事より2020年度全国会計の中間報告が行われ，理事会で承認された。

【承認事項 4】：2021年度会計予算案報告（本文書「4．会計関係資料」参照）
　栗原会計担当常任理事より2021年度全国会計予算案の報告が行われ，理事会で承認された。

【承認事項 5】：2019年度支部活動交付金収支報告
　栗原会計担当常任理事より2019年度支部活動交付金収支について，適正に処理されているこ
とが報告され，理事会で承認された。

【承認事項 6】：その他
⑴　2022年度研究大会開催支部について
　九州支部が担当することを確認した。

⑵　委員会構成（全国プログラム委員会・編集委員会・学会賞選考委員会）
　標記の各委員会の委員長・副委員長・委員について以下のように提案し理事会で承認された。

①　2021年度編集委員長，および委員の選出について（敬称略）
1． 現委員，および委員選出に関わる昨年度承認事項を考慮して，本年内に常任理事長のもと
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可及的速やかに次年度委員会構成を理事会に提案する。
［参考］2020年度編集委員会（任期：2020年 4月から2021年 3月まで）

東日本ブロック　小林良行（現編集委員長），水野谷武志，山田　満
西日本ブロック　村上雅俊（現副委員長，次期委員長），松川太一郎

2．委員選出の考え方
　2020年度以降についても，東日本ブロック（東北・関東責任支部，北海道）からは 2名，西日
本ブロック（関西責任支部・九州）からは 1名の編集委員候補を推薦してもらうこととし，また
委員長候補，副委員長候補は東日本と西日本から交互に推薦することとする。編集業務の継続
性を考慮して，副委員長は 2年目再任され，委員長候補に推薦されるものとする。

②　2021年度学会賞選考委員長，および委員の選出について（敬称略）
　現委員，および委員選出に関わる昨年度承認事項を考慮して，本年内に常任理事長のもと可
及的速やかに次年度委員会構成を理事会に提案する。
［参考］2020年度　学会賞委員会（任期：2020年 4月から2021年 3月まで）

委員長　西村善博　　役職上の委員　金子治平，上藤一郎

③　2021年度プログラム委員長，および委員の選出について（敬称略）
　全国研究大会開催担当支部，及び各支部と相談の上，本年内に常任理事長のもと可及的速や
かに次年度委員会構成を理事会に提案する。
［参考］2020年度プログラム委員会（任期：2019年 9月から2020年 9月まで）

委員長　村上雅俊（関西）　　副委員長　小川雅弘（関西）
委　員　 水野谷武志（北海道），鈴木雄大（北海道），伊藤伸介（東北・関東）， 

尹　清洙（九州）

⑶　会長，常任理事長の代理（緊急事態への対応）の提案
　緊急事態への対応については，本学会会則・内規・申し合わせ等に明文化された規定はない
が，発生し得る不測の事態に備えて以下のような提案を行い，理事会で承認された。

①　 不測の事態で，会長もしくは常任理事長がその職務を果たせなくなったときの対応として，
常任理事会の協議に基づく互選により代行を立てることとする。

②　上記提案①は緊急対応のため本年度限り（2020年10月～2021年 9）の措置とする。
［参考］
・「経済統計学会内規」，「 4．理事会について」
　「理事会は次の事項を議する。……⒁　その他会の運営に関わる事項」
・「経済統計学会内規」，「 5．会員総会について」
　「会員総会は次の事項を議する。⑷　その他会員総会が必要と認めた事項」
・「内規「 4．理事会について」に関する申し合わせ」
　「 5．会長に事故があった時には，常任理事長は理事会を招集し，適切な措置を講じなければ
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ならない。」

3．会員移動
北海道支部：会員数 9名

新入会員（0名）
転入会員（0名）
転出会員（0名）
所属変更（0名）
自主退会（1名）曹　迪
死亡退会（0名）
除　　籍（0名）

東北・関東支部：会員数124名（正会員108名・シニア会員 2名・院生会員 6名・その他会員 8名）

新入会員（2名）
中村英昭 総務省統計局 推薦者：小林良行・伊藤伸介
高辻成彦 多摩大学大学院博士後期課程 推薦者：上藤一郎・伊藤伸介

転入会員（2名）
萩野　覚 福山大学→総務省統計委員会担当室 関西支部→東北・関東支部
平井太規 神戸学院大学→立教大学 関西支部→東北・関東支部

転出会員（2名）
武田英俊 日本銀行→京都大学　大学院総合生

存学館
東北・関東支部→関西支部

渡邉淳司 岡山大学大学院→岡山県立大学 東北・関東支部→関西支部

所属変更（5名）

福島利夫 専修大学→定年退職
萩原　覚 福山大学→総務省統計委員会担当
吉田仁美 岩手県立大学→日本大学
宮寺良光 田園調布学園大学→岩手県立大学
田浦　元 拓殖大学→広島経済大学

自主退会（8名）

三浦洋子
品川宗典
海老沢照明
宮坂順子
坂元慶行
楊　浄
中山節子
朱　永徳

死亡退会（0名）
除　　籍（0名）
※その他：資格停止会員 5名
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関西支部：会員数84名（正会員71名・シニア会員10名・院生会員 2名・その他会員 1名）

新入会員（名） 推薦者：

転入会員（3名）

渡邊淳司 岡山大学大学院→岡山県立大学 東北・関東支部→関西支部
武田英俊 日本銀行→京都大学　大学院総合生

存学館
東北・関東支部→関西支部

小巻泰之 日本大学→大阪経済大学 東北・関東支部→関西支部

転出会員（2名）
平井太規 神戸学院大学→立教大学 関西支部→東北・関東支部
萩野　覚 福山大学→総務省統計委員会担当室 関西支部→東北・関東支部

所属変更（4名）

藤川清史 名古屋大学アジア共創教育研究機構
→愛知学院大学

武内真美子 九州大学男女共同参画推進室→愛知
学院大学

芦谷恒憲 兵庫県企画県民部→兵庫県立大学産
学連携・研究推進機構

浦出俊和 大阪府立大学→摂南大学

自主退会（2名）
宍戸邦彦
趙　彤

死亡退会（0名）
除　　籍（0名）

九州支部：会員数12名

新入会員（0名）
転入会員（0名）
転出会員（0名）
所属変更（1名）高橋将宜 鹿児島経済大学→長崎大学
自主退会（0名）
死亡退会（0名）
除　　籍（0名）
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経済統計学会　2019年度決算 （2019年 4月 1日～2020年 3月31日）

収　　　入 予算 決算 差額 支　　　出 予算 決算 差額

前期繰越 4,267,923 4,385.515 117,592 1．誌代 1.200,000 675,794 －524,206

1．会費収入 1,886,000 1,930,000 44,000 　⑴『統計学』116号（通常分） 600,000 355,897 －244,103
　⑵『統計学』117号（通常分） 600,000 319,897 －280,103

　⑴誌代・編集費 1,129,200 1,155,400 27,200
　　・北海道支部 48,000 46,000 －2,000 2．本部事業費 1,034,000 782,826 －251,174
　　・東北・関東支部 625,200 624,400 －800
　　・関西支部 399,600 429,600 30,000 　⑴事務委託費 20,000 20,000 0
　　・九州支部 56,400 55,400 0

　⑵ニューズレター発行費 150,000 125,358 －24,642
　⑵本部経費 646,800 663,600 16,800 　　（第54号，第55号，第56号分）
　　・北海道支部 28,000 28,000 0
　　・東北・関東支部 352,800 355,600 2,800 　⑶研究大会関連経費 300,000 320,383 20,383
　　・関西支部 232,400 246,400 14,000 　　・大会準備金 200,000 200,000
　　・九州支部 33,600 33,600 0 　　・プログラム印刷・発送費 100,000 120,383

　⑶団体会員会費 110,000 110,000 0 　⑷通信・交通費 200,000 60,892 －139,108
　　・学会封筒代 33,000

2．繰入金 0 113,940 113,940　　・通信費 2,052
　・大会準備金の償還 0 113,940 1131940　　・旅費補助 25,840

3．雑収入 500 4,046 3,546 　⑸名簿作成費 70,000 70,534 534
　・受取利子 500 46 －454
　・『統計学』116号非会員掲載料 0 4,000 4,000 　⑹HP関係経費 94,000 89,142 －4,858

　　・ レンタルサーバー・ドメイン代 10,000 5,142
4．60周年記念事業 1,908,028 1,908,028 0 　　・HP維持管理費 84,000 84,000
　・60周年記念事業積立金

（前期繰越）
1,908,028 1,908,028 0

　⑺その他の事業費 200,000 96,517 －103,483
　　・理事選挙関係経費 0 71,794
　　・学会法人化に向けた調査等経費 100,000 22,184
　　・その他 100,000 2,539

3．支部活動交付金 300,300 3081100 7,800
　・北海道支部 13,000 13,000 0
　・東北・関東支部 163,800 165,100 1,300
　・関西支部 107,900 114,400 6,500
　・九州支部 15,600 15,600 0

4．60周年記念事業 1,908,028 99,093 －1,808,935
　・『統計学』117号（60周年記念特集）1） 200,000 99,093 －100,907
　・記念特集編集経費 100,000 0 －100,000
　・60周年記念事業積立金（次期繰越） 1,608,028 0 －1,608,028

5．予備費 200,000 0 －200,000

次期繰越 3,420,123 6,475,716 3,055,593
・60周年記念事業残金分 1,808,935
・その他 4,666,781

収入合計 8,062,451 8,341,529 279,078 支出合計 8,062,451 8,341,529 279,078

 2020年 3月31日時点の資産　　総合口座　　5,387,077
 振替口座　　1,088,000
 現金　　　　      639
 合計　　　　6,475,716
　上記，相違ありません。 2020年10月 5日　経済統計学会　全国会計　栗原由紀子　　印　　
　2019年度経済統計学会全国会計の会計監査にあたり，収入支出に伴う関係書類及び関係証票，預金通帳等を慎
重に審査した結果，いずれも正確かつ適正であることを認めます。

2020年10月 5日　経済統計学会　会計監査　小野寺剛　　印　　

注1） 『統計学』117号のうち 60周年記念特集に係
る支出分は，印刷経費を特集ベージ数分で案
分し計上した。
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経済統計学会　2020年度予算執行状況 （2020年 4月 1日～2020年 9月30日）

収　　　入 予算 決算 差額 支　　　出 予算 決算 差額

前期繰越 6,107,696 6,475,716 368,020 1．誌代 1,200,000 217,994 －982,006

1．会費収入 1,930,000 1,834,000 －96,000 　⑴『統計学』118号（通常分） 600,000 217,994 －382,006
　⑵『統計学』119号（通常分） 600,000 0 －600,000

　⑴誌代・編集費 1,156,400 1,096,800 －59,600
　　・北海道支部 46,000 40,800 －5,200 2．本部事業費 1,034,000 148,725 －885,275
　　・東北・関東支部 624,400 588,800 －35,600
　　・関西支部 429,600 410,800 －18,800 　⑴事務委託費 20,000 0 －20,000
　　・九州支部 56,400 56,400 0

　⑵ニューズレター発行費 150,000 41,732 －108,268
　⑵本部経費 663,600 627,200 －36,400 　　（第57号分）
　　・北海道支部 28,000 25,200 －2,800
　　・東北・関東支部 355,600 333,200 －22,400 　⑶研究大会関連経費 300,000 0 －300,000
　　・関西支部 246,400 235,200 －11,200 　　・大会準備金 200,000 0
　　・九州支部 33,600 33,600 0 　　・プログラム印刷・発送費 100,000 0

　⑶団体会員会費 110,000 110,000 0 　⑷通信・交通費 200,000 282 －199,718
　　・通信費 0 282

2．繰入金 200,000 0 －200,000　　・旅費補助 0 0
　・大会準備金の償還 200,000 0－200,000

　⑸名簿作成費 70,000 0 －70,000
3．雑収入 500 24 －476
　・受取利子 500 24 －476 　⑹HP関係経費 94,000 48,809 －45,191

　　・ レンタルサーバー・ドメイン代 10,000 6,809
　　・HP維持管理費 84,000 42,000

　⑺その他の事業費 200,000 57,902 －142,098
　　・学会法人化に向けた調査等経費 100,000 0
　　・その他 100,000 57,902

3．支部活動交付金 308,100 291,200 －16,900
　・北海道支部 13,000 11,700 －1,300
　・東北・関東支部 165,100 154,700 －10,400
　・関西支部 114,400 109,200 －5,200
　・九州支部 15,600 15,600 0

4．60周年記念事業 0 213,055 213,055
　・『統計学』118号（60周年記念特集）1） 0 213,055 213,055

5．予備費 200,000 0 －200,000

次期繰越 5,496,096 7,438,766 1,942,670

収入合計 8,238,196 8,309,740 71,544 支出合計 8,238,196 8,309,740 71,544
 2020年 9月30日時点の資産　　総合口座　　5,332,739
 振替口座　　2,105,670
 現金　　　　      357
 合計　　　　7,438,766
 

注1） 60周年記念特集が掲載された『統計学』118
号の出版および支出は会計年度を超えて行
われた。また，『統計学』118号のうち60周年
記念特集に係る支出分は，印刷経費を特集
ページ数分で案分し計上した。
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経済統計学会　2021年度予算 （2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

収　　　入 2020予算 2021予算 差額 支　　　出 2020予算 2021予算 差額

前期繰越1） 6,107,696 6,676,766 569,070 1．誌代 1,200,000 1,200,000 0

1．会費収入 1,930,000 1,834,000 －96,000 　⑴『統計学』118号（通常分） 600,000
　⑵『統計学』119号（通常分） 600,000

　⑴誌代・編集費 1,156,400 1,096,800 －59,600 　⑶『統計学』120号（通常分） 600,000
　　・北海道支部 46,000 40,800 －5,200 　⑷『統計学』121号（通常分） 600,000
　　・東北・関東支部 624,400 588,800 －35,600
　　・関西支部 429,600 410,800 －18,800 2．本部事業費 1,034,000 1,034,000 0
　　・九州支部 56,400 56,400 0

　⑴事務委託費 20,000 20,000 0
　⑵本部経費 663,600 627,200 －36,400
　　・北海道支部 28,000 25,200 －2,800 　⑵ニューズレター発行費 150,000 150,000 0
　　・東北・関東支部 355,600 333,200 －22,400
　　・関西支部 246,400 235,200 －11,200 　⑶研究大会関連経費 300,000 300,000 0
　　・九州支部 33,600 33,600 0 　　・大会準備金 200,000 200,000

　　・プログラム印刷・発送費 100,000 100,000
　⑶団体会員会費 110,000 110,000 0

　⑷通信・交通費 200,000 200,000 0
2．繰入金 200,000 200,000 0
　・大会準備金の償還 200,000 200,000 0 　⑸名簿作成費 70,000 70,000 0

3．雑収入 500 500 0 　⑹HP関係経費 94,000 94,000 0
　・受取利子 500 500 0 　　・ レンタルサーバー・ドメイン代 10,000 10,000

　　・ホームページ維持管理費 84,000 84,000

　⑺その他の事業費 200,000 200,000 0
　　・学会法人化に向けた調査等経費 100,000 100,000
　　・その他 100,000 100,000

3．支部活動交付金 308,100 291,200 －16,900
　・北海道支部 13,000 11,700 －1,300
　・東北・関東支部 165,100 154,700 －10,400
　・関西支部 114,400 109,200 －5,200
　・九州支部 15,600 15,600 0

4．記念事業関連経費3） 0 350,000 350,000
　・記念事業費 300,000
　・記念事業WG活動費 50,000

5．予備費2） 200,000 500,000 300,000

次期繰越 5,496,096 5,336,066 －160,030
　うち記念事業積立金4） 1,500,000

収入合計 8,238,196 8,711,266 473,070 支出合計 8,238,196 8,711,266 473,070

注 1） 2020年度予算の『統計学』119号発行経費600,000円，NL58号，59号発行経費100,000円，事務委託費20,000
円，HP維持管理費42,000円を引いた6,676,766円を計上した。

注 2） 新型コロナウィルス関連対策経費を追加計上した。
注 3，4） 次期記念事業の準備に向けた関連経費ならびにその積立金を計上した。
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機関誌『統計学』投稿規程

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定める事業として，『統計学』（電子媒体を含む。以
下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）発行される。本誌の編集は「経済統計学会編集委
員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編集委員会が行う。投稿は一般投稿と編集委員会
による執筆依頼によるものとし，いずれの場合も原則として，本投稿規程にしたがって処理さ
れる。
１．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿することができる。

1－2　非会員の投稿
⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執筆者は本会会員でなければならない。
⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非会員に投稿を依頼することができる。
⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に同意したものとみなす。

1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集委員会が決定する。その際，編集委員会は
原稿の訂正を求めることがある。

1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

２．記事の分類
2－1　研究論文
　以下のいずれかに該当するもの。
⒜　 統計およびそれに関連した分野において，新知見を含む会員の独創的な研究成果をま

とめたもの。
⒝　 学術的な新規性を有し，今後の研究の発展可能性を期待できるもので，速やかな成果

の公表を目的とするもの。
2－2　報告論文
　研究論文に準じる内容で，研究成果の速やかな報告をとくに目的とする。

2－3　書評
　統計関連図書や会員の著書などの紹介・批評。

2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や統計についての記録など。

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や統計，統計学の諸問題にたいする意見・批判・反論など。

2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。

2－7　その他
　全国研究大会・会員総会記事，支部だより，その他本会の目的を達成するために有益と
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投稿規程

思われる記事。
３．原稿の提出
3－1　投稿
　原稿の投稿は常時受け付ける。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化したPDFファイルを電子メールに添付して編集
委員長へ送付する。なお，ファイルは『統計学』の印刷レイアウトに準じたPDFファイルで
あることが望ましい。

3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返却しない。
3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認めない。初校は速やかに校正し期限までに返
送するものとする。

3－5　投稿などにかかわる費用
⑴　投稿料は徴収しない。
⑵　 掲載原稿の全部もしくは一部について電子媒体が提出されない場合，編集委員会は製

版にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執筆者）に請求することができる。
⑶　 別刷は，研究論文，報告論文については30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収
する。

⑷　  3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変更が加えられた場合，編集委員会は掲載の留
保または実費の徴収などを行うことがある。

⑸　 非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲載された場合，その投稿が編集委員会の依頼
によるときを除いて，当該非会員は年会費の半額を掲載料として，本会に納入しなけ
ればならない。

3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会長が交付する。

４．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2 　本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者もしくはその遺族がその単著記
事を転載するときには，出所を明示するものとする。また，その共同執筆記事の転載を希
望する場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意を得て，所定の書面によって本会に
申し出なければならない。

4－3 　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由によりその同意を得られない場合には，本会が承認するものとする。

4－4 　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載を希望する場合には，所定の書面によって本会
に願い出て，承認を得なければならない。

4－5 　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は転載料を徴収することができる。
4－6 　会員あるいは本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転
載するときには，所定の書類によって本会に申し出なければならない。なお，執筆者が所
属する機関によるウェブ転載申請については，本人の転載同意書を添付するものとする。
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4－7 　会員以外の者，機関等によるウェブ転載申請については，前号を準用するものとする。
4－8 　転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用する。

1997年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）



機関誌『統計学』の編集・発行について

『統計学』編集委員会

　みなさまからの投稿を募集しています。ぜひ研究成果の本誌上での発表をご検討ください。

1． 原稿は編集委員長宛に送付して下さい（下記メールアドレス）。
2． 投稿は常時受け付けています。  
　なお，書評，資料および海外統計事情等の分類の記事については調整が必要になることもありま
すので念のため事前に編集委員長に照会して下さるようお願いします。

3． 次号以降の発行予定日は次のとおりです。  
　第120号：2021年 3月31日  
　第121号：2021年 9月30日 

4． 原則として，すべての投稿が審査の対象となります。投稿に際しては，「投稿規程」，「執筆要綱」，お
よび「査読要領」の確認をお願いします。最新版は，本学会の公式ウェブサイト（http://www.jsest.
jp/）を参照して下さい。

　投稿，編集委員会についての問い合わせや執筆の推薦その他とも，下記編集委員長のメールアドレス
宛に送付して下さい。

editorial@jsest.jp

編集後記
　投稿者のみなさま，そしてお忙しい中快く論文の審査をお引き受けいただきました査読者のみなさまに改めて
お礼申し上げます。編集委員会の活動にご理解ご協力ありがとうございました。 （小林良行　記）





創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES：Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第 2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員 2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適応しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事 1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事 1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長 1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 1名おく。
4　本会に，全国会計監査 1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年 4月 1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
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